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１．はじめに 

東アジア地域等との経済の結びつきが強まるなか、

速達性やシームレス輸送といった特徴を持つ国際フ

ェリー・RORO船による貨物輸送のニーズが高まって

いる。そこで、新規航路開設や、費用、時間、輸送

頻度などのサービス水準の向上などが行われた際の

経路別貨物流動推計が可能となるよう、我が国の生

産・消費地と韓国、中国との間において、コンテナ

船だけでなく国際フェリー・RORO船による輸送経路

も選択肢に含め、生産・消費地ごとの経路選択確率

を推計できるロジットモデルを相手地域・輸出入別

に構築した。さらにモデルを用いて、新規国際フェ

リー航路が開設された場合を想定した分析を行った。 

 

２．経路別コンテナ貨物流動モデルの検討結果 

2008年度の全国輸出入コンテナ貨物流動調査(国

土交通省港湾局)の貨物流動実績を用いて、コンテナ

貨物の経路別貨物流動を推計するロジットモデルを

構築した。ここでは、我が国から韓国へ輸出された

コンテナ貨物を対象としてモデル構築を行った結果

を示す。 

推定したパラメータは表に示すとおりである。 

表 韓国輸出モデルのパラメータ推定結果 

説明変数 パラメータ t値

総時間 (時間) -0.0136 -2.41
**

総費用(万円/TEU) -0.257 -7.29
***

国際航路寄港航路便数(便/週)の逆数 -1.98 -2.77
***

尤度比

注) ***：有意水準1%で有意， **：有意水準5%で有意

0.217

 

構築したモデルを用いて国際フェリー貨物の取り

扱いがあった港における船種別貨物量を推計した推

計(現況再現)値と、実績値を比較した結果を図-1に

示す。フェリー貨物量は、A港で実績約13.5千トンに

対し現況再現では約15.0千トンとやや過大推計など

となったが、おおむね各港の船種別貨物量を再現で

きるモデルが構築できた。 
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図-1 船種別貨物量の推計(現況再現)値と実績値 

 

３．新規航路開設時の貨物流動分析 

韓国から我が国へ輸入されたコンテナ貨物を対象

として構築したモデルを用いて、釜山港と関東地方

のD港を結ぶ国際フェリー航路が新規に開設された

場合を想定し、韓国からの輸入コンテナ貨物の経路

別貨物量を推計した。なお推計の対象は、東北地方、

関東地方、北陸地方が消費地である貨物とした。 

D港フェリー航路が新規に開設された際、各港の貨

物量が現況再現時からどのように変化するかを図-2

に示す。新規航路の開設によりD港のフェリー貨物量

は約6.0千トンとなり、自港や関東地方の他の港湾の

コンテナ船貨物量などが減少する結果となった。 

このように、構築したモデルを用いることで、新

規航路開設などの際の経路別貨物流動推計が可能と

なった。 
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図-2  現況再現時とD港フェリー航路新規開設時の貨物量 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研資料 No.817 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0817.htm 
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１．はじめに 

本研究は、アジア諸国等の発展途上国における技

術基準類に関する調査分析等を通じ、日本の港湾分

野における技術基準類をベースとして、国内の技術

基準類を相手国のニーズに応じてカスタムメイドで

きる手法に関して検討を行うものである。 

２．技術基準の国際展開 

今後も旺盛なインフラ需要が見込まれるアジア諸

国等、海外で日本企業がビジネス展開を有利に進め

られるようにするには、官民一体となったトップセ

ールスに加え、投資対象国におけるスタンダード獲

得のための取組等を推進する必要がある。しかし、

日本の港湾構造物の設計に用いる技術基準は、自然

条件、技術水準等の違いから、必ずしもそのまま対

象国の実情に適合するものではない。 

そこで、日本の港湾設計基準をベースとして対象

国のニーズに応じたカスタムメイドを行う手法に関

して、これまで調査・検討の中で協力関係を構築し

てきたベトナムをパートナーとして、国土交通省港

湾局と連携し、港湾空港技術研究所等の協力も得な

がら、検討作業を進めている。
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図 対象国の事情に応じたカスタムメイド 

３．日越共同研究のこれまでの成果と今後の予定 

ベトナム側は、交通運輸省科学技術局と交通科学

技術研究所（ITST）がカウンターパートであり、日

越双方の学識経験者などの専門家を含めたワークシ

ョップを開催して定期的に意見交換を行っている1)。   

今年度は、設計基準のうちの地盤基礎編、係留施設

設計編、防波堤設計編とともに、施工・検収基準に

ついて議論し、基準素案を共同で作成した。 

施工・検収基準については、当初計画では検討対

象外であった。しかしながら、ベトナム側からの基

準整備への要望が強かったこと、および施工・検収

時のルールを明確にして構造物の品質を確保するこ

とにより、ベトナムにおける良質で安定的なインフ

ラ構築に寄与すると判断し、追加した。施工・検収

基準については、我が国の「港湾工事共通仕様書」

（英訳版）2)をベースとしつつ、ベトナムにおける

各種の既存規定や施工精度、検収基準の位置づけな

どを議論し、ベトナムで利活用するためにどのよう

な修正を行うべきかについて議論した。 

なお、これと平行して、過年度に策定した基準素

案も含めて再編集し、港湾設計・施工の国家基準

（TCVN）の発行に向けて、ベトナム国内における審

査に移行するための準備を行った。今後、ベトナム

との共同研究で得られた知見・経験を活用し、カス

タムメイドを行う手法について研究の取りまとめを

予定している。 

 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研資料 No.769，800 
http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0769.htm  

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0800.htm 
2) 国土交通省港湾局（監修）：Standard Specifications for Port 
& Harbor Works，SCOPE（発行），2013. 
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